
₁．はじめに

学校をめぐる昨今の複合的な出来事や大量退職とも
関わる学校の急激な職員構成の変化など，様々な状況
変化への対応等を課題として，ミドルリーダーの力に
期待をよせる取組が増えてきている（畑中2010、小柳
2011、柴田2011）。

それに関する自治体での集合研修での取組事例，教
職大学院での取組事例から得られた結果については，
すでに報告を行ってきた（小柳2012）。そこで本報告
では，さらに成功しつつある各学校での取組に目を向
け（組織の構成，研修のねらいと内容），そこから得
られた研修の実際を視覚化し，学校の組織的教育力の
向上を図る各学校レベルの研修プログラム開発に寄与
する知見を得ることを目的とする。

₂．本報告が取り上げる取組の理論的背景

PISAの結果などに関心が向けられ、それに向けた
取組としてフィンランドへ関心が向けられてすでに10
年近くが経過した。フィンランドではなぜそこで測ら

れる学力が安定して高いのか、その理由を求める多く
の国々の視察や調査が行われてきた。そのような中
で、国の歩みや文化的事情、1970年代からの教員養
成の大きな方向転換に目が向けられてきた（Shalberg  
2010）。

このようなフィンランドの取組と対照的な米国や英
国などの取組（スタンダードの作成、教員養成、現職
研修への体系的なプログラム作成、子どもの学力を定
期的に試験ではかる、ほか）を取り上げ、両取組を比
較しながら、これまでの教育改革に関わって、歴史的
な歩みから、何が問題で、どのような取組が有効と
なるのか、新たな方向性を模索しようとした研究に
Hargreaves & Shirley（2009）がある。そこで彼らは、
表１を掲げながら「第４の道」として、次のこと（表
２）を提案している。

さらに、Hargreavesは、Fullanと共に、教育改革
のキーとして、専門的資本（Professional Capital）と
いう言葉を掲げ、教師、学校の専門性の尊重を時間を
かけて、焦点化して行っていくことの重要性を研究成
果として示している（Hargreaves & Fullan 2012）。

彼らによれば、専門的資本は、人間的資本（Human 
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Capital）と社会的資本（Social Capital）、意思決定的
資本（Decisional Capital）の３つで構成され（HCは
SCと関わらないとうまくいかず、DCがないと機能し
ないという関係）、さらにこれを効果的に機能させる
ためには５つのＣが重要となることを指摘している
（①能力あるいは専門知識、②関与、③キャリア、
④文化、⑤教えることへの文脈と条件）。そして、
Drake（2002）の研究を引用・参照しながら、５つの
Ｃを機能させていくためには、中堅教員（８年目から
24年）に着目して行く必要があること、そして教員と
して実際に真に貢献できていくのは８年目以降であ
り、その前に若い教師を離職させるのは大きな教育的
損失だけでなく、そこで育てる子どもに大きく影響し
ていくため社会的損失となることを指摘している。さ
らにDay&Gu（2010）の研究成果も引用しながら、教
師を育て、学校の組織的教育力を上げ、改革のエージェ
ントとして期待していくためには、一律の研修プログ
ラムを立てて一斉に行うよりも、各教師のキャリアス
テージでの課題やその文脈、教員文化や地域に根差し
た学校ベースでの取組、学校を越えた専門的な学習組
織の尊重、それを促進していく教師、学校・教育委員
会、国や国際的な組織の支援体制の確立が重要である
ことが述べられている。

以上のように、複合的な出来事や，様々な状況変化
への対応が求められる今日において、世界の研究の動
きの中でも、学校の組織的教育力、ミドルリーダーへ
の期待、若手支援の重要性が重要な課題となっている
ことがわかる。そこで、以下、本報告では、メンター
を活用した若手支援の効果的な組織的取組に関わって
現在その効果が見えつつある、手応えが感じられつつ
ある学校の取組の要素を視覚化していく。

₃．事例報告

以下では、「ミドルリーダー及びその候補がメン
ターとして若手教員の育成に関わっている取組事例」
に焦点化し、彼らが学校でどのような役割を果たし、
研修を行ってきているか、その取組を視覚化し、特徴
として見えてきていることを小学校の３事例と中学校
の２事例を通して述べる。なぜなら最初にも述べた
が、団塊の世代の大量退職に伴い、学校の職員構成は
大きく変わり、人数的に少ない中堅世代がミドルリー
ダーとしてその役割を担うことが求められてきている
実情、また先の国際的な研究成果からもここへの取組
の着目への重要性があるからである。

またそのような状況から学校は多くの若手世代を抱
え、学校力、あるいは学校の組織的な教育力を維持
し、現代的な課題に応えて行かなくてはならない状況
を抱えているからである。そこで学校を絶えず学習す
る組織として成長させていくことがキーともなること
から、また取組事例から学べる要素を視覚化して取り
出していく必要性から、本報告では、ピーター・セン
ゲの「学習する組織の５つのディシプリン」（センゲ
2003、Senge 2012）を参照しながら以下分析を行っ
ていく。

　表１　第一の道からの維持と放棄（P.48）

　表２　第4の道に向けて
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この学校では、１年目の取組として、新任・若手が
全員研究授業を行い、そこに他の教員がメンターとし
て指導案検討（学年）や検討会に参加（全員参加）す
る方法を取った。しかしながら、全員の授業研究を保
障する時間の確保が難しいことなどもあり、２年目は、
若手・新任を３つのグループに分け、そこに各グルー
プに責任を持つメンターを一人配置するシステムに変
えた取組がなされていた。　

具体的には、研究授業の時間を各代表が行う形に変
え（立案の検討などはグループごとに、研究授業の検
討会は全職員で）、代わりに、グループごとに自主研
修の時間を設け、自分たちの当面の課題の研修や先輩
教員の授業を見て、一緒に考える時間の設定など、盛
り込む形に変えた取組がなされていた。センゲのモデ
ルで言えば、「チーム学習」を通じて、若手とメンター
を務めるミドルリーダーが「メンタルモデル」を見え
るようにし、さらに当面直面するする若手のニーズに
応えようとする取り組みであったといえる。

図３は、１年間取り組んできた学校の取組の組織関
係図を示したものである（都市部、各学年３～４学級、
職員の５割が新任・若手）。

この学校では、モットーとして「一人ひとりが第一
線にたって、研修成果を実践につなげていく」ことを
掲げ、互いに良いところを認め合って伸びていく組織、
その雰囲気環境づくりを大切にしている。新任・若手
教員が学校の共通に取り組む課題（すべての子どもの
言語活動の充実）へ関わっていく力を育成していくと
ともに、彼ら自身の出会う当面の課題や関心などにも
関わっていく場を設けるために、メンター組織を二重
に設定している。通常メンター組織は、メンター１対
メンティ１か、メンター１対メンティ複数で組織され
ることが多い。しかしこの学校は、職員全体で若手・
新任を育てる意図から、学年主任や管理職を除く教員
全員がメンターとして関わる形態をとっている。そし
て、メンターとして関わる教員に、アドバイスなどを
行う組織としてグランドメンターを組織する構造をと
る工夫をしていた。センゲのモデルで言えば、学校研

図１は、上記テーマで２年間取り組んできた小学校
の校内研修（都市部、各学年２学級、職員の５割が新
任・若手）の様子をモデル化したものである。

この学校では、授業力に関わっては、国語を中心と
したテーマを取り上げ、学校全体で授業研究を進め、
また学校の課題や現今の課題（人権、特別支援、外国
語活動ほか）を取り上げ、研修計画を立て行ってきた。
さらにその上に、メンタリングと関わる時間を設け、
組織的に研修を進めてきた。メンタリングは、「メン
ター会議」と呼ばれ、週１日、放課後30分から60分ほ
ど時間が設定されていた。これは、（１）新任などが
時期的に遭遇する課題（保護者会の運営、の研修ほか）
などを取り上げ、ミニ研修を企画する、（２）メンター
とメンティが得意としている点を皆さんに披露し、そ
れを機会に学びを広げ、互いの理解を広げる研修時間
を設定する、（３）相互の授業などを参観し、ピアメ
ンタリングを行うなどが組まれていた。センゲのモデ
ルで言えば、「チーム学習」を通じて、若手とメンター
を務めるミドルリーダーが「メンタルモデル」を見え
るようにし、さらに当面直面するする若手のニーズに
応え、また若手の研究関心を活かす中で「若手の自己
実現」にも貢献する機能をはたしていたといえる。

図２も、２年間取り組んできた学校の取組の組織関
係図を示したものである（都市部、各学年３～４学級、
職員の４割が新任・若手）。

図１　メンター会議を設定した取組

図２　グループに対してメンターを配置した取組
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究のテーマに向けて（「共有ヴィジョン」）みんなで取
り組む中で、自己成長の目的を決め、自己研鑽（「自
己実現」）させようとする取り組みであったといえる。

続いて中学校の取組の場合は，以下のとおりである。
図４は、授業研究を中心とした学校での組織的な取

組を２年続け、そこに「メンターによる若手教員の育
成」を新たに位置づけた中学校の取組関係図である
（都市部、各学年５～６学級、職員の４割が新任・若手）。

この中学校では、前年度までに築いてきた学校の研
究主題を、協働学習に着目した授業方法の改善に絞り
込み（それに伴う評価方法の検討も）、その取組に全
員で関わる中で、新任・若手教員の育成も考えようと
している取組であった。全員で学校研究のテーマに取
り組む際に、メンターを複数選出し（各教科を中心
に）、研修でグループに分かれて討議をする際に（教
科ごとの場合、教科を崩した学年ごとの場合、複数の
教科を合体させた場合、など、その時に応じてグルー
プチェンジを行う）、そのメンターが、若手・新任の
意見を引き出したり、意味づけたり、する取組であった。

センゲのモデルで言えば、学校研究のテーマに向け
てみんなで取り組む中で（「共有ヴィジョン」）、メン
ターと複数のメンティー、経験の多い教員のグループ

に分かれた探究活動を（「チーム学習」）促そうとする
取り組みであったといえる。

図５も、やはり授業研究を中心とした学校での組織
的な取組を３年続け、それを通じて「若手教員の育成」
をしようとしてきた中学校の取組関係図である（都市
部、各学年５学級、職員の３割が新任・若手）。

この学校は、管理職と研究主任、学年主任がメンター
的な役割を果たしながら、授業研究を中心に、新任・
若手の授業力向上を目標にした取組であった。そして
新任・若手の同僚性を高める工夫を大切にし、学校の
組織的教育力の向上に、若手の雰囲気と力を活用して
いこうとする取組であった。

若手・新任の授業研究に、中堅、ベテランの教員の
参加を招き（自由参加で、全員で行う仕掛けは取って
いなかった）、そこで管理職と研究主任、学年主任が、
新任・若手と中堅、ベテランの教員の関係をつなぐ働
きをしていた。そして、限られた時間で、授業者や参
加者が満足できる研修方法の工夫・開発（時間の組み
立て、話し合いの視覚化のための道具開発、積み上げ
てきた授業研究の成果の共有のための工夫）をしてい
た。

センゲのモデルで言えば、授業力向上に着目して、
メンターと複数のメンティー、経験の多い教員のグ
ループに分かれた探究活動（「チーム学習」）とそれを
通じて互いに、何を教育上大切にしているか、教育観
や授業観の視覚化や認め合い（メンタルモデル）を促
そうとする取り組みであったといえる。

₄．得られた示唆

以上、小学校、中学校の取組事例に共通している点
を取り上げると、 （１）新任や若手教員に関わる雰囲
気づくりを学校全体に作っていくために、授業を柱に
研究を進めようとしていること（共有ビジョンの設
定）、（２）新任や若手教員が当面ぶつかる課題や関心

図３　メンターとグランドメンターを用いた取組

図４　学校の研究課題へ若手とメンターが一緒に取組

図５　若手の授業力育成に焦点化した取組
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などを、１年の実践の時間軸に即して、また得意不得
意などを互いに明確にし、チームで取り組むように位
置付けていること（自己実現、チーム学習）、（３）メ
ンターとしてのミドルリーダーがお世話役で終わらな
いように、若手・新任とメンターが互恵的な関係にな
る仕掛けや工夫を管理職が意識していること（メンタ
ルモデル）、などが見えてきた。

また、一方で、（１）授業研究で若手が言いやすい
ようにする時間の配分や道具の工夫が必要、（２）会
の運営司会が大変、（３）まとめの提供の仕方の工夫
が必要、など、メンターの活用と授業研究を効果的に
進める接点上の課題なども見えてきた。さらに言え
ば、（４）問題は勤務時間の中でどう時間を有効に使
えるか、（５）学校の課題と若手の課題をどうリンク
させるのか。若手の意欲を大切にしたいが、学校の組
織の教育力を維持することが困難であること、などが
課題としてあげられた（取組に向けての「システム思
考」の必要性）。

以上のように、ミドルリーダーに若手支援や研修運
営、学校研究の組織化に関わることが求められてきて
いる昨今、組織の中にあるこのような取組の情報を、
学校を越えて共有し、ミドルリーダーが役割に見通し
が持てる仕掛けが、その育成上必要になってきている。
本報告は、その必要性に応え、学校ベースの若手支援、
組織的教育力の向上に寄与する研修プログラム開発に
向けた試行的な基礎研究報告に位置づく。
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